住宅火災とその社会的背景要因に関する一考察
所　属：消防庁消防技術政策室
発表者：○鈴木恵子
【目的】　住宅火災による死者数は年間1100人を越え、火災による全死者数の約6割を占めることから、その対策は消防分野における最重要課題の一つである。本研究は、住宅火災は生活の文脈の中で発生するという視座から、住宅火災による死者の生活や社会的背景を理解し、死者の低減に資する知見を得ることを目的としたものである。
【方法】　火災に関する統計資料(消防庁)及び国勢調査結果を用いて人的属性別の単位人口あたり死者数(以下、「死亡率」)を算出した。次に、1979～2005年の住宅火災死者22,198人を人的属性によりクラスター分析手法を用いて分類した。分類されたクラスターの特徴を示す少数の事例については、消防機関に対して詳細な質問紙への記入を依頼し、事例分析を行った。また、人口動態統計等の各種統計資料を用いて検討を行った。
【結果】　性別の粗死亡率は、男が女の1.4～2倍程度高い値を示した。同居者のいる男女と一人暮らしの女の年齢階級別死亡率は、高齢期に若干上昇する類似の分布を示したが、一人暮らしの男は40代前半から死亡率が上昇していた。有職者の死亡率は低く年齢と共に僅かに上昇したが、無職の場合50歳前後をピークとする山を描き、男女共通であった。
クラスター化の結果、「家族型」「中年男性型」「高齢者型」の3分類を得た。
「家族型」の特徴である住宅内での子供の火遊びの多くは大人の不在時に発生し、その割合は昼間より夜間の方が高く約7割であった。A市(2000～2005年)において子供が火遊びをした住宅火災事例17件には全焼や死者はなく、比較的小規模な火災が中心であったが、大人が不在であった割合と発火源の9割がライター・マッチであった点は死者の全国統計と一致した。世帯の属性では、片親世帯が約半数を占めた。中でも夜間に発生した4件全てが核家族の片親世帯であり、火災発生時に大人は不在であった。また、昼間の火遊び火災で大人が在宅していた6例のうち、4例は大人が就寝中であったため火遊びを制止できなかった。母親の第一子出産年齢は、全国平均よりも低い分布を示した。1～4歳の外因による死亡に火災が占める割合は、母子健康手帳に1～4歳期に起きやすい事故として例示される転倒・転落を上回っていた(2002～2006年)。
「中年男性型」の特徴は無職、一人暮らし、飲酒していた割合が高いことであった。２市である1年間に発生した住宅火災のうち、45歳から59歳の一人暮らしの男性が死亡した事例は4件あったが、4名は共に無職であり、身体の不自由はなく、火災は夜間に発生し発火源がたばこであった点が共通していた。また、全ての事例で親族や近隣との関係が希薄で、社会的排除 (孤立)の状況にあったことが推測された。
「高齢者型」では、寝たきり等の者が住宅から病院や介護施設等へ移動したことが高年齢層の住宅での火災による死亡率低下の要因の一つと推測されたが、傍証に留まった。
【考察】　住宅火災とその被害は誰にでも均等に発生しうると考えられがちであるが、生活上の困難を抱える人に火災リスクが偏在している可能性があり、この解消には、火災対策に並行あるいは先行して、生活上の困難に対する支援が必要であると考えられた。
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